
＜様式３＞ 

  
  平成31年４月に森林経営管理法が施行され、森林 
経営管理制度（以下、「制度」という。）が創設されて 
いる。 
また、森林環境税及び森林環境譲与税が創設され、 

令和元年度から県及び市町村へ譲与が開始されてい

る。森林環境税については令和６年度から課税が始ま

る中、中心的な役割を果たす制度の適正な執行を図っ

ていくとともに、森林整備の促進が求められている。 

 

 
（１）現状 

中部農林振興局は  
県庁所在地である宮 
崎市に加え、国富町、 
綾町を所管する出先 
機関である。管内の森 
林面積は約22,000 
㏊、森林率57％であ 
り、小規模零細な所有 
構造が多い地域であ 
る。 
本県は令和３年に“みやざき森林経営管理支援セン 

ター”（以下「支援センター」という。）を開設しサポ 
ート体制を構築する中、管内においては中部地区森林 
経営管理制度推進協議会（管内市町及び森林組合）（以 
下、「協議会」という。）を設置し、制度推進へ向けた 
協議、情報共有を行っている。管内の２市町において 
は令和４年度から新たに林政アドバイザーを雇用し、 
体制を整えている。 
しかし、市町には専門職員が不在で、林業に関する 

知識や経験が浅く、意向調査後に行う森林資源量の把 
握や事業費積算に不安を持っており、制度を進めてい 
く上で課題となっていた。 

  
【 図１ 令和４年度譲与税額及び市町職員数 】 

（２）取組内容 
意向調査後の森林資源量の把握や間伐の事業費積

算に係る知識及び技術を習得し、現段階から一歩前へ

進めるために、市町職員向けに研修（トレーニング）

を実践した。具体的には、市町職員から制度を進める

上で悩んでいること等の聞き取りを行い、課題点（森

林資源の把握、事業費積算）を明らかにし、その課題

の解決方法について検討した。実施に当たっては、協

議会及び支援センターとの合意形成を図った後、綾町

のモデル森林で以下の研修を実施した。 
＜①ドローン空撮研修＞ 
  現地状況を把握する 
上で有効な手段である 
オルソ画像を活用する 
ため、ドローンによる 
空撮を実施した。 
撮影方法やポイントを伝え、市町職員自身によるド 

ローン操作・撮影を実践した。 
＜②オルソ化・林分調査研修＞ 

①の研修で撮影したドロー 
ン写真を用いて、オルソ化の 
仕方や活用方法、さらに林分 
調査の方法を把握してもらう 
ため、宮崎県林業技術センタ 
ー（県機関）で研修を実施し 
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た。輪尺やバーテック 
ス、ＧＰＳの使用方法 
を机上と現地それぞ 
れで研修し、地上レー 
ザースキャナＯＷＬ 
(アウル)も活用した。 
聞くだけの研修ではなく、実践してもらうことに重点 
を置いた。 
＜③プロット調査・積算研修＞  
プロット調査・積算研修を現地・机上の２部構成で 

実施した。林内の現況把握から始まり、プロット位置 
の選定・設定、本数・胸高直径・樹高計測の流れで実 
践した。 

  現地調査後は会議室に場所を移し、支援センター作 
成のマニュアルを基に、使用する歩掛り等を説明、設 
計書フォーマットを提供し、切り捨て間伐の積算演習 
を実施した。 

（３）成果 
今回の取り組みの結果、市町職員自身で間伐事業の 

設計を行うことができ、綾町においては令和５年度の 
譲与税当初予算に３箇所の間伐経費を盛り込み、今秋 
には集積計画の策定を予定している。宮崎市において 
は令和５年３月に間伐事業を実施するなど、着実に前 
へ進めることができた。 

  また、限られた職員で制度推進を続けていくために 
は省力化・効率化を図ることが重要であるが、綾町に 
おいては、令和５年２月にドローンレーザー測量を実 
施し、資源量把握の選択肢を増やし、調査森林の状況 
に応じた対応が可能となった。 

（４）課題 
  今回の研修は市町職員を対象としたものであるが、 
市町職員の異動もある中、しっかりとノウハウの引き 
継ぎがなされていくかどうかが課題である。 
また、市町自身で自走できるよう普及指導の継続が 

必要であり、引き続き研修を行う予定としている。 

 

国富町においては、次年度から林政アドバイザーの 
雇用を検討中であることから、情報提供を行っていく 
とともに、雇用された方の林業に関する知識や経験に 
合わせた研修を行っていきたい。 
 また、意向調査段階で「森林を手放したい」という 
森林所有者が多いことから、その対応方法についても 
検討していく必要がある。 
 当管内においては、協議会や山会議（構成：県、市

町、森林組合、事業体、苗木生産者、指導林家）とい

った、情報共有や各種課題検討、伐採届業務の３市町

統一化を図る場があり、地域一体となって進めていく

土台がある。支援センターとも連携を図りながら市町

への支援を継続していく。 
 今後も、市町職員と何でも相談し合える関係性を築

き、制度推進をはじめ様々な側面から譲与税の活用及

び森林整備の促進を後押ししていきたい。 

 

３ 今後取組むべき内容   


